
実施内容 実績指標 実績値 指標名
目標値
（R7）

実績値
（R6）

区分 評価の理由 課題 改善内容
1 各センターへの男女

共同参画に関する講
座・講師等情報の提
供と講座実施依頼

市民活動支
援課

各センターが地域にあった男女平等推進
の取組が実施できるように、講座・講師
情報の提供等を実施する。

各センターが地域にあった男女平等推進
の取組が実施できるように、講座・講師
情報の提供等を実施した。

参加人数 15人 講 座 ・ 講
師 情 報 の
提供

実施 実施 Ｂ 情報共有を図ることが
できたため。

― 当初の計画通り実施していく。

各センターでの男女
共同参画に関する講
座の実施

生涯学習課 地域の拠点であるセンターにおいて、男
女共同参画に関する地域の課題を把握し
課題解決のために、センター管理者が中
心となり講座や事業を実施する。

参加人数 131人 講 座 や 事
業 の 実 施
回数(回)

15回 9回 目標値の実施回数に満
たなかったが、工夫し
た講座の開催を行って
いるため。

参加者が集まりにくいテー
マのため、すべてのセン
ターでの実施には至ってい
ない。

引き続き講座の一部に男女共同参画の視点
を取り入れるなどの工夫について、セン
ターと協議していく。

各センターでの男女
共同参画に関する講
座の実施

市民活動支
援課

各センターが地域にあった男女平等推進
の取組が実施できるように、講座・講師
情報の提供等を実施する。

参加人数 15人 講 座 ・ 講
師 情 報 の
提供

実施 実施

3 青少年女性センター
での男女共同参画事
業の実施

生涯学習課 女性のキャリアアップやスキルアップの
手助けや居場所づくり、また、男女が協
力しあいながら生活する意識を高めるた
め、指定管理者が中心となり講座や啓発
活動を行う。

①男女共同参画に関する講座を開催（子
育て支援講座、親子チャレンジ講座、女
性支援講座）
②男女共同参画週間における周知・啓発
活動を実施（男女共同参画週間、国際
ガールズ・デー、児童虐待防止月間、女
性に対する暴力をなくす運動）

参加人数 231人 講 座 や 事
業 へ の 参
加 者 数
(人)

400人 231人 Ｃ 目標値に達しなかった
ため。

男女共同参画に関する啓発
等を行っているが、男女共
同参画をテーマとした講座
については、募集定員に達
していない。

男女共同参画事業は人気のカテゴリーとは
いえないが、時代の変化により大きく変化
する職業観、家庭観などに対応した講座な
ど、ニーズを踏まえた講座開催を模索する
よう指定管理者と協議していく。

4 青少年女性センター
との連携

市民活動支
援課

地域における男女平等の効果的な推進を
図るため、青少年女性センターと連携し
事業を行う。

福祉センターフェスティバルにおいて、
男女共同参画に関する事業を実施した。
（落語で笑って男女共同参画）

参加人数 493人 参 加 者 数
(人)

700人 493人 Ｃ 目標値に達しなかった
ため。

事業（落語）開催時に、
フェスティバル内の他の事
業と重なり、参加人数が少
なかった。

福祉センターフェスティバル内で実施する
場合は、時間等フェスティバル内で調整す
る。

5 市民大学校における
男女共同参画関連講
座の実施

生涯学習課 固定的性別役割分担にとらわれない意識
の醸成をするため、市民大学校における
各種講座などにおいて男女平等に関する
啓発や、男性の家事参画につながる知
識・技術の学習機会を提供する。

いきいきシニア学部においてそば打ち講
座を実施した。

受講者数 合計19人
女10人
男9人

男 女 共 同
参 画 関 連
講 座 の 機
会 を 提 供
(回)

2回 1回 Ｃ 昨年度に引き続き、調
理に関する事業を実施
することができたが目
標値に届かなかったた
め。

ささえあい発見学部では、
男女共同参画関連講座の実
施に至らなかった。

受講者の学びたいを大切に、講座カリキュ
ラムを検討していく。

6 なるほど行政講座の
中で男女平等に関連
する情報の提供

市民活動支
援課

市民の固定的性別役割分担にとらわれな
い意識を醸成するために、なるほど行政
講座を実施する。

なるほど行政講座メニュー「誰もが自分
らしく輝ける社会を目指してから男女共
同参画づくり～」を登録した。

開催回数 0回 開 催 回 数
(回)

1回 0回 Ｄ 開催希望がなかったた
ことから未実施のた
め。

開催希望がないことから周
知方法等や講座の一部に男
女共同参画の視点を取り入
れるなどの工夫についての
検討が必要。

男女共同参画週間に合わせた周知やＳＮＳ
等の活用を実施、他市の講座実績を調査す
る。

7 男女共同参画に関す
る啓発の実施

市民活動支
援課

市民の男女共同参画についての理解・問
題意識を深めるために、各種市広報手段
を活用し啓発を行う。

男女共同参画週間時に、市役所で啓発パ
ネル展示を実施した。
市広報及び市HPに啓発記事を掲載した。

男女共同参
画週間啓発
展示の実施

実施 男 女 共 同
参 画 週 間
啓 発 展 示
の実施

実施 実施 Ｂ 実施することができた
ため。

実施回数、内容について
は、適切に実施してきた
が、情報発信による周知の
効果が把握できないため。

市HPの閲覧数やＳＮＳのリアクション機能
等の把握や確認を行う。

Ｂ各センターが地域にあった男女平等推進
の取組が実施できるように、講座・講師
情報の提供等を実施した。

③令和６年度
評価

④令和７年度の方針

2

N
o

具体的な
取り組み

担
当
課

取り組み内容
①令和６年度取組状況

②令和６年度
数値実績
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実施内容 実績指標 実績値 指標名
目標値
（R7）

実績値
（R6）

区分 評価の理由 課題 改善内容

③令和６年度
評価

④令和７年度の方針N
o

具体的な
取り組み

担
当
課

取り組み内容
①令和６年度取組状況

②令和６年度
数値実績

男女共同参画の図書資料の収集、保存、
貸出を実施した。

受入冊数 23冊 図 書 資 料
の 受 入 れ
数(冊)

23冊 23冊 当初の計画通り実施していく。

男女共同参画週間に企画展示を実施し
た。

展示回数 1回 企 画 展 示
の 実 施 回
数(回)

1回 1回

派 遣 者 数
(人)

0人 派 遣 者 数
(人)

0人 0人

受け入れ数
(人)

0人 受 け 入 れ
数(人)

15人 0人

友 好 都 市
交 流 （ 受
入 ） 代 表
団員数

20人 0人

11 国際理解事業の実施 企画政策課 多文化共生や多様性の大切さ、外国にお
ける男女平等の状況について理解するた
め、異文化理解講演を実施する。

10月12日（土）、リトアニア大使講演会
を開催した。

異文化理解
講演参加者
数(人)

308人 異 文 化 理
解 講 演 参
加 者 数
(人)

200人 308人 Ａ 目標値200人としてい
たところ、308人が参
加となり、目標値に達
することができたた
め。

講演会を実施し、異文化理
解への意識醸成を図る。

事業実施の周知を行い、参加者の目標値を
達成する。

12 人権教育・豊かな人
間関係づくり実践プ
ログラムの実施

教育支援課 男女平等・人権への配慮にもとづいた人
間関係づくりやコミュニケーション能力
を育てるために、豊かな人間関係づくり
実践プログラムを実施する。

①人権教室の実施
②ピアサポートの実施
③人権集会の実施

実施人数 全校 実 施 し た
学校(校)

全校 全校 Ｃ 人権教室・ピアサポー
トは小学校で行った。
中学校では、人権集会
のみであった。そのた
め全校実施にはならな
かったため。

人権にかかわる内容が多岐
にわたってきており、ピア
サポートを中学校で行うた
めの、時数の確保が難しく
なっている。また、人権教
室は小学校のみの開催と
なっている。

ピアサポートは児童・生徒の実態によって
活動を取捨選択し、より効果が得られるよ
うに取り組んでいく。併せて道徳などの他
の教育活動で人権に関わる指導をしてい
く。人権教室は小学校での取り組みの成果
を、中学校にも広めていく。

13 情報モラルなどの教
育の実施

教育支援課 情報への接し方やインターネットを通じ
たいじめ、偏見の助長、人権侵害等から
身を守れるよう、各教科指導等で情報モ
ラル教育を実施する。

①タブレットの使い方、ルールについて
②情報発信時の注意点
③SNSトラブルについて

実施した学
校(校)

全校 実 施 し た
学校(校)

全校 全校 Ｂ 当初の計画どおりに実
施できたため。

日々更新されていくイン
ターネットを発展に伴う社
会に対応した情報モラル教
育が必要である。

外部機関や企業等の情報モラル教育の一層
の活用した。

14 人権教育に関する研
修会の実施

教育支援課 いじめ防止、虐待の予防、男女平等、性
的少数者への配慮など、一人ひとりの人
権を尊重し、個に応じた教育活動の推進
を目的とした研修会を実施する。

夏季休業中や若年層対象研修を中心とし
た研修会を開催した。

実施校 全校 実 施 し た
学校(校)

全校 全校 Ｂ 教育委員会や各校の学
校人権教育の推進を計
画通りに実施すること
ができたため。

人権教育は多様な問題があ
り、各校においてどのよう
な課題があるかを市として
把握していく。

管理職、人権教育担当者を中心に校内会議
等で情報共有の機会をもち、対応できるよ
う市として助言していく。

事業の実施予定なし。

相手校から連絡がな
く、未実施だったた
め。

新型コロナウィルス感染症
の流行や現地の洪水が続き
令和２年度から未実施が続
いている。ホームステイを
受け入れてくれる家庭の確
保や交流に関わる各学校、
国際交流協会との連携の再
構築が課題。

令和７年度、８年度は交流は行わない。

０人 Ｚ 友好都市協定が破棄さ
れたことにより、当初
予定していた事業の実
施が不可となったた
め。

令和5年9月19に友好都市協
定が破棄されたため、以降
は事業を実施しない。

10 友好都市交流の実施 企画政策課 多文化共生や多様性の大切さ、外国にお
ける男女平等の状況について理解するた
め、友好都市交流を実施し、外国での生
活体験や外国人との交流の機会を提供す
る。

友好都市キャンパスピ市（オーストラリ
ア）との交流をしていたが令和5年9月19
日に友好都市協定が破棄された。

友好都市交
流（派遣）
代表団員数
(人)

8 男女共同参画に関す
る図書資料の提供

文 化 セ ン
ター
(図書館)

図書館利用者の男女共同参画に関する理
解・問題意識を高めるために、男女共同
参画の図書資料の収集、保存、貸出を行
うとともに、男女共同参画週間時に企画
展示を実施する。

Ｂ ― ―

Ｚ9 青少年国際交流の実
施

教育支援課 青少年の国際理解を深めるとともに、多
様な生き方・考え方についての学習機会
の提供を図るため、市内在住・在学の中
学生をオーストラリアの交流校へ派遣
し、オーストラリアの交流校から生徒及
び引率者を受け入れる。

相手校と連絡が取れず、未実施となっ
た。（受け入れせず）
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実施内容 実績指標 実績値 指標名
目標値
（R7）

実績値
（R6）

区分 評価の理由 課題 改善内容

③令和６年度
評価

④令和７年度の方針N
o

具体的な
取り組み

担
当
課

取り組み内容
①令和６年度取組状況

②令和６年度
数値実績

15 性別にとらわれない
キャリア教育の推進

教育支援課 子どもたちが固定的性別役割分担にとら
われず、キャリア選択ができるようにす
るために、各教科等で授業を実施する。

①授業におけるキャリア教育
②「職業調べ」
③「職業人に学ぶ」

実施した学
校(校)

全校 実 施 し た
学校(校)

全校 全校 Ｂ 各学校、計画に沿って
取り組むことができた
ため。

― 当初の計画通り実施していく。

16 工業団地見学ツアー
の実施

産業振興課 さまざまな職業や働き方について触れる
機会を提供するため、白井工業団地見学
ツアーを実施する。

事業ニーズが低下していたことから、令
和4年度産業振興ネットワーク(市産業振
興条例第8条規定)第3回会議にて諮問の
上、事業を停止した。

参 加 者 数
(人)

０人 参 加 者 数
(人)

20人 ０人 Ｚ 答申結果に基づき、実
施しなかったため。

事業ニーズの低下 答申に基づき令和7年度は実施しない。

17 企業経営者による講
演会の実施

産業振興課 さまざまな職業や働き方について触れる
機会を提供するため、企業経営者による
講演会を実施する。

事業ニーズが低下していたことから、令
和4年度産業振興ネットワーク(市産業振
興条例第8条規定)第3回会議にて諮問の
上、事業を停止した。

「社長さん
の話を聞こ
う」の開催

０人 「 社 長 さ
ん の 話 を
聞 こ う 」
の開催

実施 ０人 Ｚ 答申結果に基づき、実
施しなかったため。

事業ニーズの低下 答申に基づき令和7年度は実施しない。

18 養護教諭や保健師な
どによる性教育指導
の実施

教育支援課 児童生徒が性について正しい知識が身に
付けられるように、保健体育科や家庭科
等で授業の実施をする。

学級担任、教科担任による指導。外部講
師（助産師）による性教育を実施した。

実施校 全校 実 施 し た
学校(校)

全校 全校 Ｂ 全校で実施することが
できたため。

― 当初の計画通り実施していく。

19 給食栄養指導の実施 教育支援課 子どもが生涯にわたり、心身ともに健康
な生活を送れるよう、給食栄養指導を実
施し、望ましい食習慣、健康な体の育成
を目指す。

学校給食をもとに学年に応じた給食栄養
指導、地産地消の取組を実施した。

実施校 全校 実 施 し た
学校(校)

全校 全校 Ｂ 給食センター受配校に
ついては桜台小中学校
を除く各学校で実施す
ることができたため。

健康的な食生活について知
らせ、実践できる児童生徒
を増やす。

給食センターのPR。

20 保育所等の充実 保育課 子育てに係る女性の育児負担の軽減と男
性の育児参加の促進を図るため、保育所
等を充実させる。

市内12施設の保育所等において、保育を
実施した。

待機児童数
（年度当初
人数）(人)

3人 待 機 児 童
数 （ 年 度
当 初 人
数）(人)

0人 3人 Ｂ 児童を受け入れるため
の保育士が確保出来な
かったことから、３名
の待機児童が生じたた
め。ただし、この計画
における取組みは保育
所等の整備による充実
であり、受入枠は概ね
計画通りに確保できて
いるため。

保育士の追加配置が必要な
児童が増えており、待機児
童の解消のためには、保育
士の確保が課題である。

当初の計画通り実施していく。

病 児 ・ 病
後 児 保 育
実 施 施 設
数(箇所)

2箇所 2箇所

延 長 保 育
実 施 施 設
数(箇所)

10箇所 10箇所

21 延長保育、病児・病
後児保育など保育
サービスの実施

保育課 市民の育児と仕事の両立を支援するた
め、延長保育（市内全保育所で実施）や
病児・病後児保育など、多様な住民ニー
ズに対応した保育サービスを実施する。

白井聖仁会病院、鎌ヶ谷総合病院での病
児・病後児保育を実施した。

Ｂ 前年度を上回る利用実
績のため。

病児利用人
数

合計311人 当初の計画通り実施していく。引き続き利用できる旨の周
知と広域連携を行っている
鎌ヶ谷市及び各関係機関と
の協力を行っていく。
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実施内容 実績指標 実績値 指標名
目標値
（R7）

実績値
（R6）

区分 評価の理由 課題 改善内容

③令和６年度
評価

④令和７年度の方針N
o

具体的な
取り組み

担
当
課

取り組み内容
①令和６年度取組状況

②令和６年度
数値実績

22 就学する保護者への
保育サービスの提供

保育課 保護者の自立促進を図るため、就学につ
いても就労と同様とみなし、保育所への
入所を可能とする。

保護者の就学についても、入所基準判定
時及び入所継続要件判定時に就労と同様
とみなし、保育所への入所（継続利用）
を可能とした。

就学事由者
数

合計10
人
女10人
男0人
他0人

就 学 す る
保 護 者 へ
の 保 育
サ ー ビ ス
の提供

実施 実施 Ｂ 当初の目標どおりに実
施できたため。

― 当初の計画通り実施していく。

23 幼児教育・保育に係
る保護者の経済的負
担の軽減

保育課 保護者の経済的負担の軽減を図るため、
低所得世帯及び母子・父子家庭等の保育
料の軽減を行う。

①低所得の母子・父子家庭等において、
保育料等の軽減を行った。（保育料無償
化対象外の０～２歳児クラスまで）
②満３歳以上で幼稚園を利用している世
帯の保育料の補助を行った。

①低所得世
帯 及 び 母
子・父子家
庭等数
②満３歳児
以上で幼稚
園を利用し
ている世帯

①ー
②602世帯

低 所 得 者
等 の 保 育
料 負 担 軽
減

実施 実施 Ｂ 当初の目標どおりに実
施できたため。

― 当初の計画通り実施していく。

24 ママヘルプサービス
の実施

子育て支援
課

産褥婦の負担軽減のために、ママヘル
パーを派遣し、家事支援等を行う。

希望家庭にヘルパーを派遣し、母親の孤
立化を防ぐとともに、家事や育児の支援
を行い、産後の様々な不安に対する精神
的・肉体的な負担の軽減を図った。

派遣回数
派遣時間

派遣回数
合計147人
女147人
男0人
他0人
派遣時間
合計246時間
女246時間
男0時間
他0時間

マ マ ヘ ル
パ ー 利 用
者 実 人 数
(人)

20人 13人 Ｂ 目標値には達していな
いが、様々な手法によ
り周知を行うととも
に、困難を抱える家庭
にはアウトリーチを行
い、サービスを提供で
きているため。

― 当初の計画通り実施していく。

25 学童保育所の運用 保育課 保護者が安心して働くこと、男女の育児
と仕事の両立ができるよう、学童保育所
の運用を行い、児童の放課後の居場所を
確保する。

市内小学校全てに学童保育所を設置し
た。

令和6年4月
当初の入所
人数

合計724人
（春休み利
用者を含
む）

学 童 保 育
所 実 施 個
所 数 ( 箇
所)

12箇所 12箇所 Ｂ 前年度に引き続き安定
した運営と利用者の受
入を行ったため。

引き続き余裕教室等の活用
により、待機児童が出ない
よう努めていく。

当初の計画通り実施していく。

26 学童保育所に係る保
護者の経済的負担の
軽減

保育課 保護者の経済的負担軽減を図るため、対
象世帯に保育料の一部を助成する。

対象になる者への補助を実施した。 令和6年度中
減免許可人
数

167人 学 童 保 育
料の減免

実施 実施 Ｂ 前年度に引き続き、補
助を行っているため。

対象者に補助を行うことが
できている。

当初の計画通り実施していく。

27 ひとり親家庭の状況
に応じた就業・子育
て・生活支援などの
実施

子育て支援
課

ひとり親家庭等の自立や生活の安定、子
どもの健全育成を図るため、医療費の助
成等を行う。

①ひとり親家庭等医療費助成
②児童扶養手当
③ひとり親家庭自立支援教育訓練給付金
④ひとり親家庭等高等職業訓練促進給付
金
⑤高等職業訓練修了支援給付金

①対象者数
②受給者数
③受給者数
④受給者数
⑤受給者数

合計(人):女
(人):男(人):他
(人)
①389人:377人:12人:0
人
②329人:308人:21人:0

人
③1人:1人:0人:0人
④6人:6人:0人:0人

⑤3人:3人:0人:0人

ひ と り 親
家 庭 に 対
す る 各 種
助 成 の 実
施

実施 実施 Ｂ ― ― 当初の計画通り実施していく。

28 児童館事業の実施 子育て支援
課

男女共に育児に参加し、分かち合う意識
を共有できるよう、母親だけでなく家族
（父親）で楽しめる講座を開催する。

親子で楽しめる簡単な工作やイベント等
を行いながら同年代の保護者同士が交流
を図れる場を設けた。

親子教室の
開催

実施 親 子 教 室
の開催

実施 実施 Ｂ 当初の計画通り実施で
きたため。

― 当初の計画通り実施していく。
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実施内容 実績指標 実績値 指標名
目標値
（R7）

実績値
（R6）

区分 評価の理由 課題 改善内容

③令和６年度
評価

④令和７年度の方針N
o

具体的な
取り組み

担
当
課

取り組み内容
①令和６年度取組状況

②令和６年度
数値実績

はじめて出会う絵本(4カ月育児相談)で
の、赤ちゃん絵本の紹介と読み聞かせを
実施した。

配布人数 214人 は じ め て
で あ う 絵
本 の 実 施
(回)

12回 18回

親子おはなし会での、絵本の読み聞かせ
とわらべうたを実施した。

参加人数 55人 親 子 お は
な し 会 の
実施(回)

12回 12回

30 親元同居・近居の推
進

建築宅地課 人口減少と少子化・高齢化を迎え、一定
の人口規模・人口構成のバランスを維持
し、若い世代と高齢者世代が互いに支え
合い安心して暮らし、活力あるまちづく
りを目指すため、子育てや介護の面で互
いに助け合える近居・同居のメリットに
着目し、対象者へ住宅取得費用等の一部
について補助金を交付する。

補助事業の実施及び制度ＰＲ（市広報、
チラシ配布、ＳＮＳ）

補助金を交
付した世帯
数

12世帯 転 入 世 帯
数（5年の
累計）(世
帯)

125世帯 83世帯 Ｂ 計画期間の累計件数で
見ると目標件数に達し
ていないが、要因とし
ては市内の住宅の供給
状況の影響と思われる
ため。（Ｒ6年度目標
100件：実績83件）

― 当初の計画通り実施していく。

31 こども発達センター
の運営

障害福祉課 基本的な生活習慣や心身の発達を促し、
保護者の精神的・身体的な負担の軽減と
地域社会への適応力を養うため、保護者
相談や子どもへの指導・訓練を行う。

①児童発達支援
（個別療育・グループ療育）
②保育所等訪問支援
③相談支援

サービスの
提供

年間療育日数：
217日
・児童発達支援
個別：1,850件
グループ：
2,287件
・保育所等訪問
支援：23件
・相談支援：
268件

サ ー ビ ス
の提供

実施 実施 Ｂ ― ― 当初の計画通り実施していく。

32 母子健康手帳の交付
と保健指導

健康課 妊婦及び家族の健康の保持増進、安心し
て出産が出来るよう、個々の妊産婦に応
じた支援・情報提供を行う。

母子健康手帳交付時に、個々の妊婦に応
じた保健指導や情報提供を実施した。

母子健康手
帳交付人数

合計266人
女266人
男0人
他0人

保 健 指 導
の実施

実施 実施 Ｂ 予定どおり交付時の面
談を実施することがで
きたため。

― 当初の計画通り実施していく。

33 妊産婦への健全な食
生活の普及啓発

健康課 市民が健全な食生活を取り組むきっかけ
となり、健康維持・増進につながるよう
に、妊産婦とそのパートナーを対象とし
た講座にて普及啓発をする。

「プレ☆パパママスクール」において、
妊娠期の健全な食生活に関する講話を実
施した。

参加人数 合計44人
女27人
男17人
他0人

開 催 回 数
(回)

6回 6回 Ｂ 当初の目標どおりに実
施できたため。

― 当初の計画通り実施していく。

34 新生児訪問の実施 健康課 育児不安が軽減され、夫婦で心にゆとり
を持って子育てができるよう、褥婦・新
生児に必要な訪問指導を行う。

新生児のいる家庭に訪問し、発育発達の
確認と保護者の相談に対応した。

訪問数 250件 訪 問 指 導
の実施

実施 250件 Ｂ ― ― 当初の計画通り実施していく。

35 妊婦健康診査費用の
助成

健康課 妊婦の健康管理の充実と経済的負担を軽
減し、安心して出産できる環境を整える
ため、妊婦健康診査費用について助成を
行う。

妊婦の健康管理と経済的負担の軽減のた
め、妊婦健康診査の費用助成を実施し
た。

助 成 件 数
（ 延 数 ）
3,051件

合計3,051
件
女3,051件
男0件
他0件

妊 婦 健 康
診 査 の 助
成

実施 実施 Ｂ ― ― 当初の計画通り実施していく。

36 男性料理教室の実施 健康課 男性の家事・育児参画の支援・意識付け
をするために、男性向けの各種学習講座
を実施します。

男性特有の健康課題改善に向けて講話を
実施した。
基本的な調理スキル習得のため、調理実
習を実施した。

①参加人数
②参加回数

①合計15人
女0人
男15人
他0人
②2回

教 室 参 加
人数(人)

35人 15人 Ｂ 当初の目標どおりに実
施できたため。

参加率の低迷。 参加率の低迷によりニーズが低いと判断し
講座は廃止。男性特有の健康課題改善に向
けた啓発、調理スキルの習得については、
男性特有の健康課題と適切な食品選択等に
ついての啓発として、市HPや他事業での資
料配布に変更して実施していくこととす
る。

29 図書館児童サービス
の充実

文 化 セ ン
ター
(図書館)

絵本を通じた親子のふれあいの場を提供
するため、おはなし会などを実施し、地
域や家庭での子育て支援を行う。

Ｂ ― ― 当初の計画通り実施していく。
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実施内容 実績指標 実績値 指標名
目標値
（R7）

実績値
（R6）

区分 評価の理由 課題 改善内容

③令和６年度
評価

④令和７年度の方針N
o

具体的な
取り組み

担
当
課

取り組み内容
①令和６年度取組状況

②令和６年度
数値実績

プレ☆パパママスクールや子育て応援講
座を開催した。

参加人数 合計147人
女77人
男64人
他6人

プ レ ☆ パ
パ マ マ ス
ク ー ル の
開催(回)

6回 6回

子 育 て 応
援 講 座 の
開催(回)

2回 2回

38 育児講座・保育参加
への父親の参加促進

保育課 固定的性別役割分担意識を解消するた
め、育児の場において男性参加を支援す
る。

①保育園における保育参加
②子育て支援センターにおける育児講座

参加人数 ①合計574人
女257人
男317人
②合計58人
女58人
男0人

育 児 講
座 ・ 保 育
参 加 日 の
実施

実施 実施 Ｂ 保育園の保育参加につ
いて父親参加の割合が
増えたため。

子育て支援センターの育児
相談について、講座は実施
したものの父親の参加に繋
がらなかった。

当初の計画通り実施していく。

39 父親の家事・育児参
加の啓発

健康課 父親の家事育児参加を促すため、母子手
帳交付時に教育媒体の配布を行う。

母子健康手帳交付時に、父子手帳を配布
した。

配布数 合計266人
女0人
男266人
他0人

啓 発 パ ン
フ レ ッ ト
の配布

実施 実施 Ｂ ― ― 当初の計画通り実施していく。

講 座 参 加
者数(人)

20人 未実施

自 主 グ
ル ー プ 新
規 立 ち 上
げ 数 ( 団
体)

2団体 未実施

地 域 包 括
支 援 セ ン
タ ー で の
相談支援

実施 実施

家 族 介 護
教 室 の 開
催(回)

3回 3回

42 介護保険制度の施設
入所、居宅サービス
や高齢者サービスの
実施

高齢者福祉
課

要介護（要支援）認定者がいる家族の負
担の軽減を図るため、介護保険の各種
サービスを提供する。

各種介護保険サービスの提供を行った。 介 護 保 険
サービスの
提供

実施 介 護 保 険
サ ー ビ ス
の提供

実施 実施 Ｂ ― ― 当初の計画通り実施していく。

介護中もしくはこれか
ら介護する予定の人が
参加できており、介護
知識の普及ができたた
め。

地域包括支援センターから
の紹介や市広報紙等での周
知をしているが、参加者数
が減少している。

事業の周知方法を工夫し参加者数の増加
と、参加者へのアンケート実施をし教室の
ニーズを把握する。

41 高齢者及びその家族
への相談支援の実施

高齢者福祉
課

高齢者を介護する人を支援するために、
地域包括支援センターで介護者の相談を
受けるほか、家族介護教室を行う。

介護者等に対する相談支援及び介護する
家族に介護知識を普及した。

Ｚ 未実施のため。 今後の実施予定なし。 今後の実施予定なし。

利用人数 家族介護教
室
合計18人

Ｂ

40 介護予防教室(認知
予防教室)の実施

高齢者福祉
課

認知機能維持・向上を目指すために、教
室を実施する。

実施していない。 講座参加者
数(人)

未実施

― 当初の計画通り実施していく。37 マタニティ＆ベビー
向け講座の実施

健康課 父親の育児参加の促進のため、妊産婦と
家族が、妊娠・出産・育児に必要な知識
を得るとともに家族間のコミュニケー
ションの大切さを認識する機会を提供す
る。

Ｂ ―
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実施内容 実績指標 実績値 指標名
目標値
（R7）

実績値
（R6）

区分 評価の理由 課題 改善内容

③令和６年度
評価

④令和７年度の方針N
o

具体的な
取り組み

担
当
課

取り組み内容
①令和６年度取組状況

②令和６年度
数値実績

43 障がい福祉サービス
等の実施

障害福祉課 障がいのある人の家族等の介護負担を軽
減し、介護負担に男女差が生じやすい状
況を改善するため、障がい福祉サービス
等の適切な利用を促す。

①障害者自立支援給付
　延べ利用人数　7,507人
　支出済額　1,109,066,614円
②障害児通所給付
　延べ利用人数　7,757人
　支出済額　468,302,541円

障 害 福 祉
サービスの
運用

実施 障 害 福 祉
サ ー ビ ス
の運用

実施 実施 Ｂ ― ― 当初の計画通り実施していく。

44 介護支援ボランティ
ア制度の運用

高齢者福祉
課

高齢者の地域での活躍及び介護予防を推
進するため、ボランティア活動の支援を
する。

市の指定を受けた施設（介護施設や学童
保育等）でのボランティア活動を実施し
た。

活動者数 60人 介 護 支 援
ボ ラ ン
テ ィ ア 活
動 者 数
(人)

150人 60人 Ｃ 活動者数はコロナ以前
と比較して伸びている
ものの、登録者数及び
活動者割合が低いた
め。（実働割合は4割
を下回る）

前年度、受け入れ施設が充
実したものの、ボランティ
ア活動者数が不足してお
り、受け入れ待ち状態と
なっている。（46施設中24
施設は実績なし）

事業の周知方法を工夫し、登録者及び活動
者数の増加を目指す。

外 出 支 援
サ ー ビ ス
の実施

実施 実施

福 祉 タ ク
シ ー 利 用
券の交付

実施 実施

46 障がい者への福祉タ
クシー事業の実施

障害福祉課 介護者の負担軽減を図るため、福祉タク
シー事業を実施し、外出困難者の要望に
応える。

のべ利用回数：2,122回
助成金交付金額：1,654,690円
交付人数：334人

福 祉 タ ク
シー利用券
の交付

実施 福 祉 タ ク
シ ー 利 用
券の交付

実施 実施 Ｂ ― ― 当初の計画通り実施していく。

47 小学校区を基本的な
単位としたまちづく
り協議会の設立の推
進及び運営の支援

市民活動支
援課

地域における男女共同参画の推進のた
め、各小学校区で福祉・子育て・防犯・
防災などの地域課題や解決方法について
協議するまちづくり協議会の設立の推進
及び運営の支援を行う。

（白井第二・第三・大山口）小学校区の
各まちづくり協議会において、福祉・子
育て・防犯・防災などの事情実施の際に
支援を行った。また、南山小学校区まち
づくり協議会が設立された。

小学校区ま
ちづくり協
議会設立小
学校区数(小
学校区)

4団体 小 学 校 区
ま ち づ く
り 協 議 会
設 立 小 学
校区数(小
学校区)

5団体 4団体 Ｂ 5団体目に現在取り組
んでおり概ね計画通り
実施することができた
ため。

― 当初の計画通り実施していく。

48 自治組織との連携・
支援

市民活動支
援課

地域において女性や多様な年齢層の参加
を促すために、自治会等の自治組織に対
して、補助金の交付、情報提供等の多面
的な支援を行う。

①市民自治組織活動補助金の交付
②行政連絡業務交付金の交付

市民自治組
織活動補助
金交付世帯
数(世帯)

15,050世帯 市 民 自 治
組 織 活 動
補 助 金 交
付 世 帯 数
(世帯)

15,800
世帯

15,05
0世帯

Ｂ 計画通り実施すること
ができたため。

― 当初の計画通り実施していく。

市民団体活
動支援補助
金の申請団
体数(団体)

4団体 市 民 団 体
活 動 支 援
補 助 金 の
申 請 団 体
数(団体)

10団体 4団体

交流事業へ
の参加団体
数(団体)

37団体 交 流 事 業
へ の 参 加
団体数(団
体)

40団体 37団体

49 市民団体との連携・
支援

市民活動支
援課

団体との連携協働によるまちづくりを推
進するとともに、意欲ある男女の活動の
場を設けるため、NPOを含む公益活動を
行う市内の団体に対して、補助金の交付
や交流支援等を行う。

公益活動を行う市民団体に対し、活動に
必要な経費の一部を助成した。

R6年度末にて外出支援サー
ビスは廃止。福祉タクシー
券を年間上限36枚から48枚
へ変更し実施。

当初の計画通り実施していく。45 高齢者への外出支援
サービス・福祉タク
シー事業の実施

高齢者福祉
課

介護者の負担軽減を図るため、外出支援
サービス・福祉タクシー事業を実施し、
外出困難者の要望に応える。

①外出支援サービス
②福祉タクシー利用券の交付

①実施数
②交付数

①合計11人
女5人
男6人
②合計308
人

Ｂ 外出困難者支援として
外出支援サービス、福
祉タクシー事業を実施
したため。

補助金申請団体が減少して
いる。

補助金交付時期の前倒しや、補助率や対象
経費等を検討する。

Ｃ 目標値の参加団体に達
しなかったため。
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実施内容 実績指標 実績値 指標名
目標値
（R7）

実績値
（R6）

区分 評価の理由 課題 改善内容

③令和６年度
評価

④令和７年度の方針N
o

具体的な
取り組み

担
当
課

取り組み内容
①令和６年度取組状況

②令和６年度
数値実績

50 総合型地域スポーツ
クラブへの支援

生涯学習課 地域における経験や能力・意欲のある男
女の活躍の場をつくり、生きがいの増進
や生涯スポーツの推進を図るため、総合
型地域スポーツクラブの活動支援を行い
ます。

①活動場所の確保
②スケジュール作成、連絡
③問い合わせへの対応

活動クラブ
数

5団体 各 ク ラ ブ
登 録 人 数
(人)

1,000
人

775人 Ｃ 目標値の参加人数に達
しなかったため。

会員の高齢化により、会員
数が減少している。

幅広い世代の会員がスポーツを楽しめるよ
う、スポーツ推進委員協議会と連携し、
ニュースポーツ体験会を開催する。

51 スポーツ指導者の育
成と参画促進

生涯学習課 スポーツ指導者の育成と地域活動への参
画促進を行うために、男女問わず、ス
ポーツ指導者養成講習会への参加支援や
市スポーツリーダーバンクの普及活動を
行う。

平成30年度より県で実施しているスポー
ツ指導者養成講座へ移行し、テキストを
市で購入し受講者に支給した。

受講者数 0人 千 葉 県 生
涯 ス ポ ー
ツ 公 認 指
導 員 養 成
講 習 会 の
受 講 者 数
(人)

10人 0人 Ｚ 千葉県生涯スポーツ公
認指導員の新規募集、
千葉県地域スポーツ指
導者研修会の開催が令
和４年度で終了してい
るため。

平成30年度より県で実施し
ているスポーツ指導者養成
講座へ移行したが、令和４
年度で終了したため、受講
者の確保ができていない。
また、総合型地域スポーツ
クラブ指導者の高齢化や減
少により、受講希望者がい
ない。

スポーツ指導者確保のためにも、市広報や
市HP等でPR活動を行う必要がある。

52 経験を活かした地域
活動への参画促進

生涯学習課 地域における経験や能力・意欲のある男
女の活躍の場を提供するために、市民大
学校において各種地域活動の情報提供を
行う。

①市民団体や市民講師を活用した講座の
実施（8講座）
②市民団体の活動内容や他課の事業の周
知に係るチラシ配布

参加者数 131人
女69人
男62人

情 報 の 周
知

実施 8講座 Ｂ ― 興味関心が受講者それぞれ
に違うため、全員に刺さる
カテゴリーはない。そのた
め各種情報を提供している
が、逆に情報過多、地域活
動への参画強要とならない
よう注意が必要である。

生活環境、生活様式の変化による受講者の
ニーズの変化に対応するため、アンケート
内容を精査し、アンケート結果の活用を図
る。

53 地域人材活用事業 教育支援課 児童生徒の学習に対する主体性や思考
力・判断力・表現力と豊かな心の育成を
図るため、地域の幅広い人材と教育力を
生かして創意工夫を凝らした特色ある教
育を展開する。また、部活動において児
童生徒の技能向上を図るため、専門的な
指導・支援を行う。

①邦楽体験
②書初め指導
③キャリア教育
④歌声指導
⑤演劇指導

実施校 全校 支 援 し た
学校(校)

全校 全校 Ｂ 各校実施することがで
きたため。

今後、求める地域人材が不
足した場合は、どのように
探していくかが課題となっ
ている。

当初の計画通り実施していく。

54 ボランティアセン
ターの周知・利用促
進

社会福祉課 経験や能力・意欲のある市民がボラン
ティア活動への参加により地域で活躍で
きるようにするため、ボランティアセン
ターの設置目的・事業内容を周知する。

①ボランティア入門講座（社会教育）、
②傾聴ボランティア養成講座（初級）、
③初級手話講座、④子ども手話講座、⑤
初級朗読講習会、⑥子育て支援講座、⑦
不登校引きこもり支援講座、⑧福祉サ
マースクール

各種講座の
参加人数

101人 各 種 講 座
の 参 加 者
数(人)

150人 101人 Ｂ 市民のニーズに合った
育成メニューと周知啓
発、また講座修了者が
次のステップへつなが
れるようサポートした
ため。

― 当初の計画通り実施していく。

55 商工会や工業団地協
議会などとの連携

産業振興課 商工会や工業団地協議会などの団体と共
通認識を持ち、各市内事業者の女性活躍
推進等の取り組みを促すため、意見交
換・情報提供等を実施する。

①連絡調整会議の実施(工業団地協議
会、市内商店会)
②団体主催会議への参加（商工会青年
部）
③その他情報提供(商工会、工業団地協
議会

会議及び意
見交換会実
施回数

3回 連 絡 調 整
会 議 の 開
催

実施 ３回 Ｂ ― ― 当初の計画通り実施していく。

56 女性の職域･役職の
拡大促進

産業振興課 女性の職域・役職の拡大についての意識
啓発を図るために、パンフレットの設
置・配布を行う。

①市HP上での情報提供
②関連パンフレット等の設置、関係機関
への配布（商工会、工業団地協議会)

情報の周知 実施 情 報 の 周
知

実施 実施 Ｂ ― ― 当初の計画通り実施していく。

57 総合評価方式入札の
実施

財政課 事業者の女性雇用促進を図るため、総合
評価方式入札の実施にあたり、女性雇用
の有無を評価項目にする。

総合評価方式（試行型）において、女性
雇用の有無を評価項目として設定した。

入札成立数 2件 女 性 雇 用
の 有 無 を
評 価 項 目
と し た 総
合 評 価 方
式 入 札 の
実施

実施 実施 Ｂ 総合評価方式とした入
札全てに女性雇用の有
無を評価項目として設
定したため。

女性の活躍推進を図るた
め、より効果的な施策への
取り組みを評価していくこ
とが望ましい。

女性雇用の有無に代えて、女性の活躍推進
を図る企業を認定する「えるぼし認定」及
び女性の子育てをサポートする企業を認定
する「くるみん認定」の取得を評価項目に
設定する。

8／20



実施内容 実績指標 実績値 指標名
目標値
（R7）

実績値
（R6）

区分 評価の理由 課題 改善内容

③令和６年度
評価

④令和７年度の方針N
o

具体的な
取り組み

担
当
課

取り組み内容
①令和６年度取組状況

②令和６年度
数値実績

58 女性活躍推進法に基
づく一般事業主行動
計画の策定・公表促
進

産業振興課 市内企業の女性活躍推進法に基づく取り
組みの推進のため、各種啓発を行う。

推進法及び行動計画
①市HP上での情報提供
②関連パンフレットの設置、関係機関へ
の配布（商工会、工業団地協議会)

啓発の実施 実施 啓 発 の 実
施

実施 実施 Ｂ ― ― 当初の計画通り実施していく。

59 融資制度や女性活躍
推進に関する支援制
度の情報提供

産業振興課 女性の職域拡大等のため、市内の事業
所・事業主に各種融資制度や女性活躍に
関する支援制度の情報提供等を行う。

女性活躍推進支援
①市HP上での情報提供②関連パンフレッ
トの設置、関係機関への配布（商工会、
工業団地協議会)
③融資制度及び支援制度の情報提供(市
HP等）ならびに支援の実施

情報の周知 実施 情 報 の 周
知

実施 実施 Ｂ ― ― 当初の計画通り実施していく。

60 次世代育成支援対策
推進法に基づく一般
事業主行動計画の策
定・公表の促進

産業振興課 育児などを行う労働者が働き続けやすい
環境をつくるため、市内事業所に情報の
周知を行う。

くるみん制度／子育てサポート事業
①市HP上での情報提供
②関連パンフレットの設置、関係機関へ
の配布（商工会、工業団地協議会)

情報の周知 実施 情 報 の 周
知

実施 実施 Ｂ ― ― 当初の計画通り実施していく。

61 女性活躍推進法に基
づく地域協議会につ
いての検討

市民活動支
援課

地域での女性活躍推進につながるよう、
事業者向けの講演会を実施するととも
に、効果的な連携体制を構築するため
に、地域協議会について検討する。

白井工業団地協議会が実施している研修
の中で、協議会及び商工会などの事業者
を対象とした職場におけるハラスメント
に関する講演会を実施した。

参加者数 85名 講 演 会 の
開催

実施 実施 Ｂ 当初の目標どおりに実
施できたため。

工業団地協議会での講演会
は実施できたが、商工会で
の実施に至っていないこと
から、今後の拡がりを意識
する必要がある。

開催時期や方法を検討していく。

62 各種認定取得事業者
など先進企業の公表

産業振興課 職場生活と家庭生活との両立しやすい職
場環境づくりの促進のために、男性の育
児休業の取得についての意識啓発を行
う。

千葉県「社会活き活き！元気な会社」宣
言
①市HP上での情報提供
②関連パンフレットの設置、関係機関へ
の配布(No.56再掲)

市 HPでの掲
載

実施 市 HP へ の
掲載

実施 実施 Ｂ ― ― 当初の計画通り実施していく。

63 育児・介護休業制度
などの普及啓発

産業振興課 育児や家族の介護などを行う労働者が働
き続けやすい環境をつくるため、情報の
周知を行う。

育児・介護休業制度啓発
①市HP上での情報提供②関連パンフレッ
トの設置、関係機関への配布(No.56再
掲)
③関係課情報提供及び共有（社会福祉
課)

パンフレッ
トの設置・
配布

実施 パ ン フ
レ ッ ト の
設 置 ・ 配
布

実施 実施 Ｂ ― ― 当初の計画通り実施していく。

64 労働時間短縮やフ
レックス勤務制度の
理解と啓発

産業振興課 育児や家族の介護などを行う労働者が働
き続けやすい環境をつくるため、情報の
周知を行う。

ワークライフバランス周知啓発
①市HP上での情報提供
②関連パンフレットの設置
③関係機関への配布（商工会、工業団地
協議会)

市 HPでの掲
載

実施 市 HP で の
掲載

実施 実施 Ｂ ― ― 当初の計画通り実施していく。

情 報 の 周
知

実施 実施

年 金 ・ 労
働 相 談 の
開催(回)

12回 12回

年金・労働
相談実施回
数

12回 Ｂ ― 取組内容（年金・労働相
談）と目的が合致していな
いことから、廃止もしくは
再編が適当と思われる。

今後の実施予定なし。65 メンタルヘルス対策
の啓発

産業振興課 女性も男性も健康に働き続けられるよ
う、市内の企業に対するメンタルヘルス
対策の啓発を行う。

メンタルヘルス対策（相談窓口、市年
金・労働相談）
①市HP上での情報提供②関連パンフレッ
トの設置、関係機関への配布（商工会、
工業団地協議会)
③年金・労働相談の実施

9／20



実施内容 実績指標 実績値 指標名
目標値
（R7）

実績値
（R6）

区分 評価の理由 課題 改善内容

③令和６年度
評価

④令和７年度の方針N
o

具体的な
取り組み

担
当
課

取り組み内容
①令和６年度取組状況

②令和６年度
数値実績

66 高齢者就労指導セン
ターの活用

高齢者福祉
課

女性の高齢者も就労の機会を得ることが
できるように、就労に必要な講座を開催
する。

講習会数：17回（11講座）
講座内容：手工芸、家事援助、パソコ
ン、スマホの使い方など

講習会参加
人数（実）

合計133人
女68人
男65人

講 習 会 参
加人数(実
人数)(人)

160人 133人 Ｂ 計画に基づき、高齢者
就労に関する講習会を
開催しているものの、
目標値をやや下回った
ため。

― 当初の計画通り実施していく。

就 職 支 援
セ ミ ナ ー
の開催

実施 実施

無 料 職 業
紹 介 所 の
運営

実施 実施

68 再就職支援事業の実
施や情報提供

産業振興課 就労を希望する女性が、就労に向けたス
キルアップを図れるように、セミナーの
開催及び提供を行う。

①女性向けを含めた再就職支援セミナー
の開催（鎌ケ谷市・印西市・我孫子市共
催）
②周知啓発

再就職支援
セミナーの
開催(回)

４回 再 就 職 支
援 セ ミ
ナ ー の 開
催(回)

3回 4回 Ｂ ― ― 当初の計画通り実施していく。

69 育児休業の周知・取
得促進

産業振興課 育児や家族の介護などを行う労働者が働
き続けやすい環境をつくるため、情報の
周知を行う。

育児休業制度啓発
①市HP上での情報提供②関連パンフレッ
トの設置、関係機関への配布(No.56再
掲)
③関係課情報提供及び共有

パンフレッ
トの配布

実施 パ ン フ
レ ッ ト の
配布

実施 実施 Ｂ ― ― 当初の計画通り実施していく。

70 事業者団体を通した
セクハラ・マタハ
ラ・パワハラ防止の
ための啓発

産業振興課 セクシュアル・ハラスメントやパワー・
ハラスメント、マタニティ・ハラスメン
トの防止を促進するため、意識啓発を行
う。

ハラスメント防止啓発
①市HP上での情報提供②関連パンフレッ
トの設置、関係機関への配布(No.56再
掲)

パンフレッ
トの配布

実施 パ ン フ
レ ッ ト の
配布

実施 実施 Ｂ ― ― 当初の計画通り実施していく。

71 介護による離職を防
ぐための介護保険制
度の周知

高齢者福祉
課

介護による離職を防止するため、介護保
険制度の周知を図る。

①市HPによる啓発
②介護保険パンフレットの配布

介護保険制
度の周知

実施 介 護 保 険
制 度 の 周
知

実施 実施 Ｂ ― ― 当初の計画通り実施していく。

72 起業・創業支援 産業振興課 女性経営者の育成（女性に限った制度で
はない）のため、情報の周知と相談対応
を行う。

創業支援啓発
①市HP上での情報提供②関連パンフレッ
トの設置、関係機関への配布(No.56再
掲)
③中小企業経営・創業なんでも相談の実
施

中小企業経
営・創業な
んでも相談
の開催(回)

１１回 中 小 企 業
経 営 ・ 創
業 な ん で
も 相 談 の
開催(回)

12回 11回 Ｂ 相談受託者の都合（体
調不良等）により1回
開催できなかったた
め。

― 当初の計画通り実施していく。

73 シルバー人材セン
ターの活用

高齢者福祉
課

男女問わず高齢者就労の場を提供するた
め、シルバー人材センターの事業運営の
活性化を図る。

シルバー人材センターの会員数：490人
受注件数：1,917人
派遣事業：336件

シルバー人
材センター
会員数

490人 シ ル バ ー
人 材 セ ン
タ ー 会 員
数(人)

500人 490人 Ｂ シルバー人材センター
活性化のため、計画に
基づき実施している
が、会員数が目標値を
やや達していないた
め。

― 当初の計画通り実施していく。

67 無料職業紹介所の活
用

産業振興課 市内の就業を希望している女性が企業に
関する情報を得られるよう、無料職業紹
介所の活用及び就職支援セミナーを実施
する。

Ｂ ― ― 当初の計画通り実施していく。就職支援セ
ミナーの開
催/無料職業
紹介所の運
営

実施①無料職業紹介所の運営（通年）
②就職支援セミナーの実施（3市合同、
年3回）
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実施内容 実績指標 実績値 指標名
目標値
（R7）

実績値
（R6）

区分 評価の理由 課題 改善内容

③令和６年度
評価

④令和７年度の方針N
o

具体的な
取り組み

担
当
課

取り組み内容
①令和６年度取組状況

②令和６年度
数値実績

74 新規就農者への支援 産業振興課 地域農業の担い手となる新規就農者を育
成するため、農業関係事業者と連携して
就農支援講座を開催する。また、男女を
問わず就農希望者に対し、農業委員会や
県農業事務所等関係機関と連携し、農地
の斡旋や独立に向けた研修先農家の紹介
等の支援を行う。

新規就農ステップアップ講座を開催し
た。
講座内容：白井市の農業について、市内
農業者の講義

参加人数 合計16人
女5人
男11人

新 規 就 農
者 数 （ 累
計）(人)

合計5
人

合計16人 Ｂ ― ― 当初の計画通り実施していく。

75 労働相談の実施と周
知

産業振興課 育児や家族の介護などを行う労働者が働
き続けやすい環境をつくるため、労働相
談の開催及び周知を行う。

年金・労働相談の実施及び周知啓発
県労働相談の周知啓発
①市HP上での情報提供
②関連パンフレットの設置、関係機関へ
の配布（商工会、工業団地協議会)
③中小企業経営・創業なんでも相談の実
施

労働相談の
開催(回)

12回 労 働 相 談
の 開 催
(回)

12回 12回 Ｂ ― ― 当初の計画通り実施していく。

情 報 の 周
知

実施 実施

年 金 ・ 労
働 相 談 の
開催(回)

12回 12回

77 非正規雇用労働者の
キャリアアップ・ス
キルアップの促進

産業振興課 非正規雇用労働者のスキルアップ、職業
訓練を推進する事業主を支援するため、
情報の周知を行う。

資格取得及び職業訓練に関する周知啓発
①市HP上での情報提供②関連パンフレッ
トの設置
③関係機関への配布(No.56再掲)

パンフレッ
トの配布

実施 パ ン フ
レ ッ ト の
配布

実施 実施 Ｂ ― ― 当初の計画通り実施していく。

無 料 職 業
紹 介 所 の
案 内 の 周
知

実施 実施

無 料 職 業
紹 介 所 の
運営

実施 実施

79 自営業等における就
業環境の整備に関す
る情報収集・提供

産業振興課 自営業者・小規模事業者向けの国等の女
性活躍推進に関する支援制度等について
情報収集し適宜提供することで、女性の
参画・就業環境改善を促進する。

中小企業経営・創業なんでも相談を実施
した。（一般社団法人千葉県能率協会提
携事業）

経営なんで
も相談の活
用支援

実施 経 営 な ん
で も 相 談
の 活 用 支
援

実施 実施 Ｂ ― 事業内容がNo.72に内包され
ており、統合が適当と考え
る。

家族経営協定の締結
に向けた支援・情報
提供

産業振興課

家族経営協定の締結
に向けた支援・情報
提供

農業委員会

72件68件 Ｂ ― ―80 家族全員の経営や方針決定への責任を
伴った参画を推進するため、農業者への
家族経営協定締結促進に向けた情報提供
を行う。

①認定農業者説明会にて家族経営協定の
パンフレットを用いて説明
②新規就農者相談時に説明

家族経営協
定の締結数
(件)

72件 家 族 経 営
協 定 の 締
結数(件)

当初の計画通り実施していく。

実施 Ｂ ―78 無料職業紹介所での
適切な求人情報の紹
介

産業振興課 非正規雇用についても求職者が適切な求
人情報を得られるように、無料職業紹介
所を運営する。

無料職業紹介所の運営（通年）
及び周知啓発
①市HP上での情報提供
②関連パンフレットの設置
③関係機関への配布(No.56再掲)

無料職業紹
介所の案内
の周知/無料
職業紹介所
の運営

事業内容がNo.67とほぼ同じ
であり、統合が適当と考え
る。

実施 Ｂ ― ― 当初の計画通り実施していく。76 パートタイム労働者
の雇用・管理改善の
促進

産業振興課 労働者の特性、能力に合った雇用管理を
行い、働きがいと安心のある職場環境を
促進するため、情報の周知と労働相談を
実施する。

年金・労働相談の実施
市無料職業紹介所における事業者への条
件周知等
関連法律及び最低賃金に関する周知啓発
①市HP上での情報提供②関連パンフレッ
トの設置
③関係機関への配布（商工会、工業団地
協議会)

情報の周知
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実施内容 実績指標 実績値 指標名
目標値
（R7）

実績値
（R6）

区分 評価の理由 課題 改善内容

③令和６年度
評価

④令和７年度の方針N
o

具体的な
取り組み

担
当
課

取り組み内容
①令和６年度取組状況

②令和６年度
数値実績

農業者年金への女性
農業者や若い農業者
の加入の促進

農業委員会 合計1人
女0人
男1人

農業者年金への女性
農業者や若い農業者
の加入の促進

農業委員会 1人

82 審議会等方針決定の
場への女性の参加促
進

総務課 女性の視点に立った意見等を行政に反映
するため、審議会等の委員の選任時に女
性委員の登用に努める。

白井市審議会等の設置及び委員の選任に
関する要綱において、委員の選任にあ
たっては、女性委員の登用に努め、当面
の間、当該委員数の３割以上となるよう
要綱に位置付けいている。

委員数 女 183人
男344人

女 性 委 員
の 比 率
(％)

33％以
上

34.73% Ｂ 女性委員の登用に努
め、目標値を達成する
ことができたため。

― 当初の計画通り実施していく。

83 審議会委員への会議
開催時の一時的保育
の実施

総務課 子育て中の市民が審議会等に参加し発言
する機会を確保するため、一時保育の制
度について、周知を行う。

一時的保育制度について、審議会等委員
の選定を行う庁内各課へ制度の周知を
行った。

利用件数 2件 制 度 の 周
知

実施 実施 Ｂ 当初計画どおり実施し
た結果、R5年度に引き
続き、審議会等の会議
開催時に一時的保育の
利用があったため。

― 当初の計画通り実施していく。

84 無作為抽出による公
募委員候補者登録制
度の活用

市民活動支
援課

性別・年齢・地域等、幅広い層からの多
様な市民意見を市政に反映していくた
め、市の公募委員の募集において無作為
抽出による公募委員候補者登録制度を活
用していく。

審議会に13名が公募委員として就任した
ほか、意見交換会・ワークショップに５
名が参加した。

登用実績 18人 公 募 委 員
委嘱者数
（5年間の
平 均 ）
(人)

11人 18人 Ａ 当初の目標どおりに実
施できたため。

― 当初の計画通り実施していく。

85 市民参加条例に基づ
く多様な意見反映の
促進

市民活動支
援課

市民参加条例に定められた様々な市民参
加手法の実施を促進し、市政に多様な意
見の反映をするため、市民参加推進会議
において、市が市民参加条例に定められ
た市民参加を実施しているか調査・審
議・評価を行う。

対象事業として1事業を評価した。 審査回数 1回 市 民 参 加
推 進 会 議
に お け る
事業評価

実施 実施 Ｂ 当初の目標どおりに実
施できたため。

― 当初の計画通り実施していく。

86 市政懇談会への多様
な参加の促進

秘書課 市民から広く意見や提案等を聴き市民参
加のまちづくりを推進していくため、市
HP等で周知等を行う。

タウンミーティングを開催した。 参加人数 合計103人 市 政 懇 談
会 開 催 数
(回)

20回 6回 Ｃ 総合計画に係るタウン
ミーティングの開催に
より、市民から広く意
見や提案を聞くことが
できたが、目標値の達
成をすることができな
かったため。

市政懇談会の開催方法が対
面のみに限られている。

開催希望があり、対面開催が難しい場合に
オンラインの活用等、他の開催方法の提案
を行う。

87 ＤＶ防止のための啓
発・窓口周知

子育て支援
課

市民がDVについて理解を深めたり相談窓
口等の情報を得られるようにするため、
予防・啓発につながる講座を実施したり
相談窓口等の周知を行ったりする。

①市広報、市HPへの記事の掲載
②デートＤＶ防止講座の開催

啓発の実施
講座の開催

講座参加者
数
合計21人
女14人：男
7人：他0人

啓 発 の 実
施 講 座 開
催 の 実 施
(人)

30人 講座
参加
者
数：
21人

Ｂ 目標値には達していな
いが、DVの未然防止や
早期発見に資する講座
を開催し、若者や思春
期の子の保護者の参加
が得られたため。

DV防止に関する社会的認知
や関心が更に高まるよう周
知啓発の強化が必要。

①DV、その相談窓口について市広報、市
HP、LINE等を活用して幅広く啓発を継続し
て行う。
②講座については、心のコントロールに
よってDVの問題を未然に防止することに着
目したテーマや内容を扱う。

88 ＤＶ相談の実施や被
害者を保護するため
の支援

子育て支援
課

DV被害者の安全確保を図るため、相談対
応や避難支援を行いDVを終結させる。

DV相談を実施した。 相談件数 実施 DV 相 談 の
実施

実施 実施 Ｂ 当初の計画通り実施で
きたため。

DV相談に応じて対応してい
る。引き続き周知啓発する
必要がある。

DV相談、DV相談窓口について市広報、市
HP、LINE等を活用して幅広く啓発を継続し
て行う。

1人3人 Ｃ 戸別訪問により１名の
農業者年金加入につな
がったが、女性加入者
はいなかったため。

農業者の減少により、農業
者年金加入対象者が減少傾
向にある。

①農業者年金の仕組みの更なる周知
②農業者情報の収集の強化

81 農業者の高齢期の生活支援を図るため、
市広報や個別訪問により農業者年金への
女性農業者等への加入促進を行う。

①市広報９月号、１１月号に記事掲載
②市HPに記事掲載（通年）
③加入促進のため戸別訪問実施

加入者数 農 業 者 年
金 加 入 者
数(人)
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実施内容 実績指標 実績値 指標名
目標値
（R7）

実績値
（R6）

区分 評価の理由 課題 改善内容

③令和６年度
評価

④令和７年度の方針N
o

具体的な
取り組み

担
当
課

取り組み内容
①令和６年度取組状況

②令和６年度
数値実績

89 被害者の自立を支え
る継続的な相談支援

子育て支援
課

DV被害者の安全を確保し自立を支援する
ため、継続的な相談支援や情報提供を行
う。

被害者の自立を支える継続的な相談支援
を実施した。

緊急避難後
の自立支援

実施 緊 急 避 難
後 の 自 立
支援

実施 実施 Ｂ 当初の計画通り実施で
きたため。

― 当初の計画通り実施していく。

女性生き生
き相談の回
数(回）

24回 女 性 生 き
生 き 相 談
の 回 数
(回)

24回 24回

相談件数 １４件 新 規 相 談
者数(人)

24人 １４件

91 警察や配偶者暴力相
談支援センター、関
係機関との連携

子育て支援
課

DV被害者の生命の安全の確保と避難後の
自立を支援するため、外部機関と連携し
多面的な支援につなげる。

県女性サポートセンターや警察等との連
携を実施した。

県 女 性 サ
ポートセン
ターや警察
等との連携

実施 県 女 性 サ
ポ ー ト セ
ン タ ー や
警 察 等 と
の連携

実施 実施 Ｂ 当初の計画通り実施で
きたため。

― 当初の計画通り実施していく。

92 暴力･虐待の予防
・啓発

子育て支援
課

市民の虐待・暴力防止についての意識付
けや相談窓口の情報を得られるようにす
るため、啓発を行う。

各種啓発活動を実施した。 各種啓発活
動の実施回
数

39回 各 種 啓 発
活 動 の 実
施

実施 実施 Ｂ 当初の計画通り実施で
きたため。

― 当初の計画通り実施していく。

リ ー フ
レ ッ ト 配
布 協 力 施
設数(件)

39件 39件

家 庭 児 童
相 談 の 実
施

実施 ３９件

94 障がい者虐待の予
防・啓発

障害福祉課 障がい者虐待発生の防止と早期相談につ
なげるために、情報提供・啓発を行う。

市、県作成のパンフレットの配布、市広
報、市HPによる啓発を実施した。

啓発の実施 実施 啓 発 の 実
施

実施 実施 Ｂ ー ― 基幹相談支援センターの開所に伴い、虐待
防止センター機能の一部を委託。基幹相談
支援センターと協力し、虐待防止のための
周知啓発を行う。

95 高齢者虐待に関する
相談窓口の周知

高齢者福祉
課

高齢者虐待の発生を防止と早期相談につ
なげるため、高齢者虐待に関する相談窓
口の周知を行う。

高齢者虐待に関する市広報、市HPや自治
回覧で周知した。

虐待通報へ
の対応

2回 高 齢 者 虐
待 に 関 す
る 市 広 報
や 自 治 回
覧 で の 周
知(回)

2回 2回 Ｂ ー ― 当初の計画通り実施していく。

96 児童虐待の早期発
見・早期対応

子育て支援
課

児童虐待の解決・改善を図るため、早期
発見に努めるとともに、関係部署と連携
した相談支援を行う。

暴力対策ネットワーク会議（児童部会）
を開催した。

暴 力 対 策
ネットワー
ク会議（児
童部会）の
開催数

6回 暴 力 対 策
ネ ッ ト
ワ ー ク 会
議 （ 児 童
部 会 ） の
開催(回)

6回 6回 Ｂ 当初の計画通り実施で
きたため。

― 当初の計画通り実施していく。

Ｂ 当初の計画通り実施で
きたため。

― 当初の計画通り実施していく。93 家庭児童相談の実施 子育て支援
課

育児の負担や不安を軽減し児童虐待の防
止を図るために、家庭児童相談を実施
し、必要な情報提供やアドバイスを行
う。

リーフレットを配布した。 リーフレッ
ト配布協力
施設数

39件

― 当初の計画通り実施していく。90 生き生き相談による
援助を必要とする女
性への自立支援

子育て支援
課

さまざまな困難にある女性の自立と社会
的支援を図るため、生き生き相談により
相談支援を行う。

女性生き生き相談を実施した。 Ｂ 当初の計画通り実施で
きたため。
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実施内容 実績指標 実績値 指標名
目標値
（R7）

実績値
（R6）

区分 評価の理由 課題 改善内容

③令和６年度
評価

④令和７年度の方針N
o

具体的な
取り組み

担
当
課

取り組み内容
①令和６年度取組状況

②令和６年度
数値実績

97 地域包括支援セン
ターによる相談事業
の充実

高齢者福祉
課

虐待等の解決・改善を目指すため、高齢
者虐待などの被害者、加害者への相談支
援を行う。

高齢者虐待に関する相談支援を実施し
た。

高齢者虐待
に関する相
談支援の実
施

実施 高 齢 者 虐
待 に 関 す
る 相 談 支
援の実施

実施 実施 Ｂ ― ― 当初の計画通り実施していく。

98 障がい者虐待防止セ
ンターによる相談の
実施

障害福祉課 障がい者虐待等の解決・改善を目指すた
め、被害者、加害者への相談支援を行
う。

障がい者虐待等に関する相談支援を実施
した。

虐待通報へ
の対応

実施 虐 待 通 報
への対応

実施 実施 Ｂ ― ― 基幹相談支援センターの開所に伴い、虐待
防止センター機能の一部を委託した。
基幹相談支援センターと協力し虐待に対す
る相談支援を行う。

99 人権に関する啓発の
実施

市民活動支
援課

市民の人権意識を高め、差別や偏見のな
い男女が共に支えあう地域社会の構築を
するため、人権に関する啓発活動を実施
する。

①人権週間期間中、市庁舎に横断幕・の
ぼり旗設置、保健福祉センター内で啓発
パネル展示を実施。各センターに啓発チ
ラシ・ポスターの掲示を依頼。市HPや市
広報に啓発記事掲載した。
②市内8小学校でに人権擁護委員による
人権教室が開催した。

人権教室参
加児童数

442名 人 権 教 室
開 催 校 数
(校)

9 8 Ｂ 市民への人権啓発を適
切に十分行っている
が、人権教室開催校数
が目標値に達しなかっ
たため。

各小学校での人権教室開催
を目標としているものの、
実施できない学校がある。

各小中学校に人権教室の必要性を伝え実施
できるよう促す。

100 性的少数者に関する
啓発の実施

市民活動支
援課

市民の性的少数者に対する理解・見識を
深めるため、市広報や市HP等で性的少数
者に関する啓発を実施する。

市HP及び市広報に性の多様性に関する啓
発記事を掲載した。

啓発の実施 実施 啓 発 の 実
施

実施 実施 Ｂ 実施することができた
ため。

内容については、適切に実
施してきたが、情報発信に
よる周知の効果が把握でき
ないため。

市HPの閲覧数の確認等を行う。

101 いじめ・暴力・虐待
の予防・啓発

教育支援課 学校におけるいじめや暴力行為、虐待な
どの未然防止、早期発見、早期対応のた
め、教職員に対する研修等を実施する。

①白井市小中学校生徒指導担当者会議
（全３回）
②白井地区中高生徒指導会議（全３回）

いじめ解消
率

68% い じ め 解
消率

80% 68% Ｃ いじめ解消には、「行
為がやんでいる状態が
少なくとも3か月以
上」の期間が必要なた
め、１月～３月のいじ
め認知件数が多い年度
は、解消ではなく経過
観察の割合が増えてし
まうため。

安全安心な風土の醸成によ
る未然防止、アンケートや
日頃の様子の確認等による
一層の早期発見。

①未然防止や早期発見できるよう、組織
的・計画的な研修会を行う。
②他の機関との連携。
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実施内容 実績指標 実績値 指標名
目標値
（R7）

実績値
（R6）

区分 評価の理由 課題 改善内容

③令和６年度
評価

④令和７年度の方針N
o

具体的な
取り組み

担
当
課

取り組み内容
①令和６年度取組状況

②令和６年度
数値実績

102 人権相談の開催 市民活動支
援課

ハラスメント等で人権を侵害された市民
の権利擁護を図るため、人権相談を実施
する。

8月を除く毎月第2木曜日に、市役所庁舎
内にて人権相談を開催した。
※令和6年9月から人権相談を予約制に変
更したため、予約がなかった場合は開催
なし。

人権相談の
開催

実施 人 権 相 談
の 開 催
(回)

11回 7回 Ｂ 目標値には達していな
いが、相談予約があっ
た場合に、開催できる
よう効率化を図ってお
り、全ての相談を望む
人に対し、適切な対応
が図れたため。

人権相談を予約制に変更し
て１年経過しておらず、そ
の影響や効果などが不明。

予約制に変更したことによる効果等の検
証。

103 スクールカウンセ
ラー、教育相談員、
職員による教育相談
の実施

教育支援課 学校生活や家庭生活での不安や悩みに対
応し、より良い人間関係づくりや充実し
た生活が送れるようきめ細かな支援をす
るため、児童生徒及び保護者や教師を対
象に、面接・電話・訪問による教育相談
を行う。

①相談員による面接相談、訪問相談
②相談員、指導主事による電話相談

相 談 人 数
（延べ数）

合計229
人：女115
人：男114
人：他0人

教 育 相 談
の実施

実施 実施 Ｂ 年間を通して継続的に
実施することができた
ため。

予算の削減から相談時間が
短縮され、午前中の相談が
１日１件しか入らない。

相談の曜日による偏りが著しくならないよ
う、計画的に相談を入れていく。

代表者会議
の開催(回)

1回 代 表 者 会
議 の 開 催
(回)

1回 1回

担当者会議
の開催(回)

-

担 当 者 会
議 の 開 催
(回)

12回 ー

105 消防団員充実強化 危機管理課 日常からの地域防災・災害対策を推進す
るため、女性消防団員の加入促進に努め
る。

消防団各部における勧誘活動、広報しろ
い、市ホームページ、SNS等での魅力発
信、市職員に対する入団促進通知、梨光
式でのチラシの配布、白井駅・西白井駅
へのチラシの設置を行った。

消防団員数
（R7.3.31現
在）

合計247人
女1人
男246人

女 性 消 防
団 員 数
(人)

5人 1人 Ｃ 募集を工夫して実施し
ているものの目標に達
していない。

団員数は年々減少傾向にあ
る。

訓練内容の見直し等、女性も活躍できる体
制を検討し、団員数確保を図っていく。

地区での防
災訓練の実
施回数(回)

5回 地 区 で の
防 災 訓 練
の 実 施 回
数(回)

13回 5回

なるほど行
政講座の実
施回数(回)

１６回 な る ほ ど
行 政 講 座
の 実 施 回
数(回)

6回 １６回

106 防災意識の向上と知
識の普及

危機管理課 災害対応の周知啓発を図るため、男女共
同参画の視点を踏まえた防災訓練・講習
等を実施する。

①小学校区を単位とする地区防災訓練・
研修会等への参加
計5回
②防災アドバイザーの派遣　計1団体
③なるほど行政講座（防災講話）の実施
計16回

Ｂ

Ｂ 当初の計画通り実施で
きたため。

― 当初の計画通り実施していく。104 暴力対策ネットワー
ク会議の開催

子育て支援
課

DV・虐待被害者が安心した生活を送るこ
とができるようにするため、関係課・関
係機関等が連携のもと効果的に支援でき
る体制を維持する。

代表者会議を開催した。

継続して防災訓練等の地域
活動が活発に行われるよう
支援していく必要がある。

地域へ共助の必要性を周知し、防災訓練が
活発に実施されるよう促す。

まちづくり協議会など
地域防災の要となって
いる団体として活動し
ているものの地区での
防災訓練の実施回数が
数値目標に満たなかっ
たため。
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実施内容 実績指標 実績値 指標名
目標値
（R7）

実績値
（R6）

区分 評価の理由 課題 改善内容

③令和６年度
評価

④令和７年度の方針N
o

具体的な
取り組み

担
当
課

取り組み内容
①令和６年度取組状況

②令和６年度
数値実績

107 備蓄体制の整備 危機管理課 災害発生時の乳幼児や女性のニーズに対
応するため、備蓄体制の整備に当たって
は、配慮した備蓄を行う。

乳幼児用として液体ミルクを購入した。 購入本数 192本 乳 幼 児 や
女 性 の
ニ ー ズ に
配慮した

実施 実施 Ｂ 予定通り実施したた
め。

― 乳幼児や女性のニーズに対応するため、№
108「避難所の開設・運営」の取り組みに
含めて実施していく。

108 避難所の開設・運営 危機管理課 災害発生時に避難者の性別や年齢等に配
慮した避難所運営を実施するために、男
女がともに参画できるよう努める。

避難所を1回開設した。（計4箇所） 性別・年齢
等に配慮し
た避難所の
設営

実施 性 別 ・ 年
齢 等 に 配
慮 し た 避
難 所 の 設
営

実施 実施 Ｂ 令和6年度に行った避
難所設営について、男
性職員だけでなく女性
職員も配置し実施した
ため。

― 職員を対象とした避難所の開設・運営に係
る訓練を定期的に実施していく。

検 診 受 診
率 （ 子 宮
頸 が ん 検
診 ・ 乳 が
ん 検 診 ・
前 立 腺 が
ん）(％)

向上 13.7
％・
21.7
％
・
7.3%

検 診 受 診
率 （ 前 立
腺 が ん 検
診）(％)

向上 7.30%

110 健康相談 健康課 市民それぞれが健康づくりに取り組む
きっかけを作り、健康の維持増進につな
げるため、健康相談を実施する。

①随時、窓口・電話等で健康相談を実施
②年12回、保健センターで健康相談を実
施
③年2回、冨士センターで予約制にて健
康相談を実施
④年24回子育て支援センターで乳幼児と
保護者対象の健康相談を実施

①面接相談
実施延人数
② 電 話 ・
メール相談
延人数
③定例健康
相談での相
談延件数

①1408人

②1424人

③379人

健 康 相 談
の 開 催
（ 定 例 ）
(回)

同程度 37回 Ｂ ― ― 当初の計画通り実施していく。

111 性差を踏まえた生涯
の健康に関する情報
提供

健康課 性差を踏まえた健康支援をするために、
性差に応じたがん検診の情報提供を実施
する。

①１歳６か月児・３歳児健康診査の対象
者に対し、乳がん・子宮頸がん検診に関
する情報提供を実施
②節目年齢への受診勧奨はがきで、子宮
頸がん・乳がん・前立腺がん検診に関す
る情報提供を実施

①１歳６か
月児・３歳
児健康診査
の対象者へ
のチラシ配
布
②節目年齢

①合計718人
女718人：男0
人：他0人
②合計5,800
人
女3,162人：
男2,638人：
他0人

チ ラ シ 配
布率(％)

100% 100% Ｂ 予定通りの配布を行う
ことができたため。

②年齢によっては、はがき
返信による検診申し込みよ
りオンライン申し込み等の
方が利便性が高いと思われ
る。

②受診勧奨はがきの内容や方法を年齢に
よって変更する。

112 妊娠・出産に関する
知識の普及と相談支
援の実施

健康課 安心・安全な妊娠・出産に向けて保健対
策の充実を図るため、母子健康手帳交付
時の面接において個々のニーズに合った
情報提供等を行う。

母子健康手帳交付時に、専門職が全数面
接をし、保健指導を実施した。

母子健康手
帳交付数

合計266人
女266人：
男0人：他0
人

保 健 指 導
の実施

実施 実施 Ｂ ― ― 当初の計画通り実施していく。

予約制を導入し、予定
どおりの日数を行うこ
とができた。いずれも
令和５年度と比較して
受診率が高く、目標に
達しているため。

受診率の向上 受診の必要性等の啓発や周知を様々な機会
で行う。

109 がん検診の実施 健康課 男女特有のがんの早期発見・早期治療を
図るため、乳がん、子宮頸がん、及び前
立腺がんの検診を実施する。

①子宮頸がん検診
②乳がん検診
③前立腺がん検診

①子宮頸が
ん検診受診
者数
②乳がん検
診受診者数
③前立腺が
ん検診受診
者数

①合計1,305
人　女1,305
人
男0人
他0人
②合計1,837
人　女1,837
人
男0人
他0人
③合計507人
女0人
男507人
他0人

Ｂ
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実施内容 実績指標 実績値 指標名
目標値
（R7）

実績値
（R6）

区分 評価の理由 課題 改善内容

③令和６年度
評価

④令和７年度の方針N
o

具体的な
取り組み

担
当
課

取り組み内容
①令和６年度取組状況

②令和６年度
数値実績

113 幼 児 期 か ら の 性
（生）教育の取り組
み

健康課 乳幼児期から性（生）に対しての理解を
促すため、幼児健診等で将来の思春期保
健につながる性教育に関する情報を提供
する。

幼児健診で思春期につながる性教育の
りーフレットを配布した。

リーフレッ
トの配布数

合計370
枚（男女別
の数は出し
ていない）

リ ー フ
レ ッ ト の
配布

実施 合計370
枚（男
女別の
数は出
してい
ない）

Ｂ ― ― 当初の計画通り実施していく。

外国人市民
との交流会
参 加 者 数
(人)

０人 外 国 人 市
民 と の 交
流 会 参 加
者数(人)

0人 ０人

世界のダン
ス＆ミュー
ジックフェ
スティバル
参 加 者 数
(人)

400人 世 界 の ダ
ン ス ＆
ミ ュ ー
ジ ッ ク
フ ェ ス
テ ィ バ ル
参 加 者 数
(人)

400人 400人

115 外国人相談の実施 企画政策課 外国人市民の言葉や生活習慣の違い等に
よる生活への不安やトラブルを解消する
ため、外国人相談を実施する。

電話や窓口等にて外国人市民からの相談
の受付、対応を行った。

外国人相談
の開催

実施 外 国 人 相
談の開催

実施 実施 Ｂ 相談者に対し、日本語
教室の案内等を適切に
行ったため。

― 当初の計画通り実施していく。

116 外国人や外国人の親
を持つ子どもの就学
などへの支援

学校政策課 外国人や帰国子女の児童生徒が学校生活
や生活習慣に慣れるようにするため、日
本語指導の補助教員を配置する。

外国人や帰国子女の児童生徒が学校生活
や生活習慣に慣れるよう、日本語指導の
補助教員を配置した。

補助教員配
置人数

合計7人
女6人
男1人

日 本 語 指
導 の 補 助
教 員 の 配
置率(％)

100% 100% Ｂ 支援が必要な児童生徒
が在籍するすべての学
校に指導員を配置する

 ことができたため。

・人材及び予算の確保
・スリランカ国籍（シンハ
ラ語）の児童生徒の増加。

ハローワーク等との連携により、広く人材
を確保することを検討する。

Ｂ 昨年同様にダンス＆
ミュージックフェス
ティバルを開催。昨年
度よりも参加者数が増
加したため。

※国際交流祭りについ
ては令和6年度より事
業廃止

昨年は委託業者との調整に
時間を要したため、開催の
周知期間が短くなってし
まった。

委託業者との調整を円滑に進め、周知期間
を長く確保できるようにする。

114 外国人市民交流によ
る相互理解の推進

企画政策課 地域の外国人と市民の交流が促進し、差
別や偏見のない多文化共生社会を目指す
ため、外国人市民交流事業を実施する。

世界のダンス＆ミュージックフェスティ
バルを開催した。
（令和7年3月2日（土））
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実施内容 実績指標 実績値 指標名
目標値
（R7）

実績値
（R6）

区分 評価の理由 課題 改善内容

③令和６年度
評価

④令和７年度の方針N
o

具体的な
取り組み

担
当
課

取り組み内容
①令和６年度取組状況

②令和６年度
数値実績

117 男女共同参画推進委
員会による定期的な
検討

市民活動支
援課

男女共同参画施策について定期的な検討
を行い、横断的かつ効果的な取り組みに
つなげるために、男女共同参画推進委員
会を開催する。

男女共同参画推進委員会（関係課長会
議）を3回実施した。

男女共同参
画推進委員
会の開催

実施 男 女 共 同
参 画 推 進
委 員 会 の
開催

実施 実施 Ｂ 計画通り実施すること
ができた。

― 当初の計画通り実施していく。

118 性的少数者に配慮し
た対応マニュアルの
作成

市民活動支
援課

性的少数者の人権への配慮を推進するた
めに、職員の対応マニュアルを作成し、
周知・普及する。

「白井市職員・教職員のための性の多様
性に関するガイドライン」を作成し、市
HPに公開している。

窓口対応マ
ニュアルの
作成

実施 窓 口 対 応
マ ニ ュ ア
ルの作成

実施 実施 Ｂ 市HPでの公開の他、ガ
イドラインの更新を
行ったため。

― 当初の計画通り実施していく。

119 男女共同参画推進会
議による定期的な助
言

市民活動支
援課

市の男女平等推進施策を効果的に推進す
るため、当計画の進捗状況及び市の男女
共同参画施策について、市民及び学識
者、市内各種団体の代表者からなる白井
市男女共同参画推進会議を開催し、第三
者の視点からの議論と評価、助言をいた
だく。

男女共同参画推進会議を開催した。 会議の開催 実施 会 議 の 開
催

実施 実施 Ｂ 予定通り実施したた
め。

― 当初の計画通り実施していく。

120 達成状況の年次報告 市民活動支
援課

男女共同参画等の視点から当計画の効果
的な推進を図るため、進捗状況について
毎年進行管理の実施・報告を行う。

令和5年度事業について進行管理を実施
した。

進行管理の
実施

実施 進 行 管 理
の実施

実施 実施 Ｂ ー ― 当初の計画通り実施していく。

121 男女平等に関する住
民意識調査の実施

市民活動支
援課

男女平等に関する市民・在勤者の意識に
ついて把握するために、住民意識調査を
実施する。

アンケート調査を実施した。 住民意識調
査の実施

実施 住 民 意 識
調 査 の 実
施

実施 実施 Ｂ 予定通り実施したた
め。

― 令和７年度は実施予定なし。

122 男女共同参画地域推
進員事業など、千葉
県との連携

市民活動支
援課

効果的・効率的に男女平等推進を行うた
めに、県と連携し事業を実施する。

県地域推進員会議及び県地域推進員事業
に参加した。

県地域推進
員会議の参
加(回)

全てに参加 県 地 域 推
進 員 会 議
の 参 加
(回)

全てに
参加

全て
に参
加

Ｂ 全てに参加することが
できたため。

会議への参加自体が指標と
なっていること。また、対
面での参加に限定されてい
ること。

県へオンラインでの参加の要望や、次期計
画に向けて指標の検討を行う。

123 他市町村との連携、
情報交換

市民活動支
援課

先駆的な事例を把握し、効果的な取り組
みの実施につなげるため、ちば男女共同
参画行政担当者連絡会議に出席し、他市
町村との連携、情報交換を行う。

ちば男女共同参画行政担当者連絡会議へ
出席した。

ちば男女共
同参画行政
担当者連絡
会議への出
席

実施 ち ば 男 女
共 同 参 画
行 政 担 当
者 連 絡 会
議 へ の 出
席

実施 実施 Ｂ 他市町村との連携、情
報交換を行うことがで
きたため。

― 当初の計画通り実施していく。

18／20



実施内容 実績指標 実績値 指標名
目標値
（R7）

実績値
（R6）

区分 評価の理由 課題 改善内容

③令和６年度
評価

④令和７年度の方針N
o

具体的な
取り組み

担
当
課

取り組み内容
①令和６年度取組状況

②令和６年度
数値実績

124 性別にとらわれない
採用の推進

人事課 男女とも職域の拡大を図るため、全ての
職種について、性別関係なく採用を行
う。

男女とも職域の拡大を図るため、全ての
職種について、性別関係なく採用を行
う。

性別にとら
われない採
用試験の実
施

実施 性 別 に と
ら わ れ な
い 採 用 試
験の実施

実施 実施 Ｂ ― ― 当初の計画通り実施していく。

125 女性管理職の登用に
向けた研修の強化

人事課 管理職としての能力を備えた女性職員を
育成するため、女性活躍推進研修への参
加により、女性職員の能力・意欲の向上
を図る。

女性職員キャリアデザイン研修を受講し
た。

受講者数 合計4人
女性4人
男性0人

研 修 へ の
参 加 者 数
(人)

3人 4人 Ｂ 適当と思われる4人を
推薦することができ、
目標値も超えたため。

これまで計画していた「女
性職員キャリアデザイン研
修（旧女性活躍推進研修）
という項目がなくなった。

女性に限らず、階層別の研修に適当な職員
を推薦することで、女性職員についても能
力・意欲の向上を図る。

126 男女共同参画に関す
る職員研修の実施

市民活動支
援課

職員の意識改革を図るため、男女共同参
画について庁内外の課題に沿ったテーマ
を設定し職員を対象にした研修を行う。

①新規採用職員研修
②職員研修

研修の開催 実施 研 修 の 開
催

実施 実施 Ｂ 実施することができた
ため。

職員研修については、開催
時期が繁忙期と重なり、参
加人数が少なかった。

開催時期を検討する必要がある。

新たに対象となった男性職員へ個別に制
度の説明と取得を希望する職員と所属と
の調整を行った。

男性の育児
休業取得率
(％)

33.30% 男 性 の 育
児 休 業 取
得率(％)

30% 33.30%

男性職員の育児休業取得の推進 配偶者の出
産休暇、育
児参加休暇
の 取 得 率
(％)

100% 配 偶 者 の
出 産 休
暇 、 育 児
参 加 休 暇
の取得率

100% 100%

128 育児や介護制度の職
員向けガイドライン
の活用

人事課 職員の仕事と生活の調和を図るととも
に、男女の役割分担に対する固定観念を
払しょくし、男女共同参画の推進を図る
ため、職員が育児や介護制度利用できる
ようガイドラインを周知する。

制度改正に伴い、育児や介護制度の職員
向けガイドラインを見直し、電子会議室
に保管、活用した。

全職員への
周知

全職員 ガ イ ド ラ
イ ン の 周
知

実施 実施 Ｂ これから出産を迎える
職員に対しては、育児
や介護制度の職員向け
ガイドラインを配布、
全職員に対しては、休
暇や制度等の周知を庁
内イントラで行ったた
め。

― 当初の計画通り実施していく。

13.85日 年 次 休 暇
の 平 均 取
得 日 数
(日)

12日 13.85
日

実施 ノ ー 残 業
デ ー の 実
施

実施 実施

Ｂ 平均取得日数が目標値
を上回っているため。

部署による取得率の違いが
出ないようにする。

業務の改善、適正な人員配置を行う。

Ｂ ― ― 当初の計画通り実施していく。

129 年次有給休暇の取得
促進とノー残業の促
進

人事課 職員のワークライフバランスの取り組み
を推進するため、年次有給休暇取得促進
の周知、時間外勤務の上限規制の周知及
びノー残業デーを実施する。

年次休暇の
平均取得日
数/ノー残業
デーの実施

127 男性職員の育児休業
取得の促進

人事課 職員の子育て支援と仕事と生活の調和を
図るとともに、男女の役割分担に対する
固定観念を払しょくし、男性職員の育児
休業取得を促進するため、育児休業等の
制度を周知する。

新規採用職員研修内での制度説明や、全
職員を対象に、前年度取得状況の公表と
休暇取得を推進している旨のお知らせ、
毎週水曜日の終礼後にノー残業デー啓発
放送を庁内放送を流した。（新しい録音
です）
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実施内容 実績指標 実績値 指標名
目標値
（R7）

実績値
（R6）

区分 評価の理由 課題 改善内容

③令和６年度
評価

④令和７年度の方針N
o

具体的な
取り組み

担
当
課

取り組み内容
①令和６年度取組状況

②令和６年度
数値実績

130 女性活躍推進法に基
づく特定事業主行動
計画及びその進捗状
況の公表

人事課 女性活躍推進法に基づく特定事業主行動
計画の推進状況を可視化し、女性求職者
の職業選択の参考とするため、計画及び
進行管理を行った進捗状況について公表
を行う。

進行管理を行い、市HP等で公表した。 公表の実施 実施 公 表 の 実
施

実施 実施 Ｂ 当初の計画通りに公表
を実施したため。

― 当初の計画通り実施していく。

131 セクシュアル・ハラ
スメントなどの対策
として防止マニュア
ルの活用

人事課 セクシュアル・ハラスメントなどのハラ
スメント防止に努め、男女ともに働きや
すい職場環境を整備するため、職員ハラ
スメント対応マニュアルついて周知す
る。

新人研修実施。「職員ハラスメント対応
マニュアル」について庁内LANで周知、
職員がいつでも見られるよう電子書庫に
格納した。
・管理職対象の研修実施
・職員アンケートの実施

マニュアル
の周知

新人研修
男性15名
女性13名

マ ニ ュ ア
ルの周知

実施 実施 Ａ ハラスメント防止につ
ながるよう継続的に
「職員ハラスメント対
応マニュアル」の改訂
及び周知が実施できて
いるため。

― 当初の計画通り実施していく。

132 各課事業での男女別
参加者の把握促進

市民活動支
援課

各課事業に幅広い市民の参加が促進され
るよう、男女別等の参加者の把握を行
う。

各課事業に幅広い市民の参加が促進され
るよう、男女別などの参加者の把握を各
課等において行った。

男女別参加
者の把握

実施 男 女 別 参
加 者 の 把
握

実施 実施 Ｂ 各課事業に幅広い市民
の参加が促進されるよ
う、男女別などの参加
者の把握を行っている
ため。

各課等で行われている事業
すべて（イベントや祭り）
について男女比を把握する
ことの難しさや、得られた
情報の活用について費用対
効果が見合うのか不明であ
る。

数値目標の設定について、他市等を参考に
見直しの検討を行う。

133 各種意識調査等にお
ける男女別分析の充
実

市民活動支
援課

市政の各分野について男女共同参画の視
点からの分析をするために、各種意識調
査・統計について性別分析を行う。

各種意識調査・統計については、おおむ
ね性別分析が行われるよう各調査におい
て分析を行った。

各種意識調
査・統計に
おける性別
分析の実施

実施 各 種 意 識
調 査 ・ 統
計 に お け
る 性 別 分
析の実施

実施 実施 Ｂ 各種意識調査・統計に
ついては、おおむね性
別分析が行われている
ため。

各課等で行われている調
査・統計すべてについて男
女比を把握することの難し
さや、得られた情報の活用
について費用対効果が見合
うのか不明である。

数値目標の設定について、他市等を参考に
見直しの検討を行う。
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